
 

職場における腰痛予防対策指針の改訂 

及びその普及に関する検討会開催要綱 

 

１ 趣旨 

平成 23年に休業４日以上の休業を要する腰痛は職業性疾病の６割を占める 4,822件発生

している。このうち業種別では、社会福祉施設が約１９％を占めていて、この 10 年で件数

が 2.7 倍に増加している。他の業種では運輸交通業、小売業での腰痛の発生が多く、全業

種計の腰痛発生件数は、10 年前と比べて１割程度増加している状況にある。このように、

職業性疾病の腰痛予防対策は、労働者の健康確保にとって大きな課題となっていることか

ら、実効ある予防対策を講じることが強く求められている。 

厚生労働省労働基準局では、平成６年９月に、職場における腰痛予防対策指針を示し、

事業場に対し行政指導してきたところであるが、介護業務に関する腰部に負担の尐ない介

護介助法など、その後に得られた腰痛予防の知見を踏まえて改訂する必要がある。 

このため、厚生労働省において、有識者の参集を求め、職場における腰痛予防対策指針

の改訂及びその普及に関する検討会を開催する。 

 

２ 検討項目  

（１）腰痛予防の作業管理、作業環境管理、健康管理、労働衛生教育、安全衛生管理体制 

（２）作業態様別の予防対策として、重量物取扱作業、社会福祉施設における介護作業、長

時間の車両運転等の作業等 

（３）効果的な腰痛予防対策の普及方策 

 

３ 構成 

（１）本検討会は,厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の参集者の参集を求めて開催

する。  

（２）本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理する。 

（３）本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。 

（４）本検討会は参集者以外の者に出席を求めることができる。 

 

４ その他 

（１）本検討会は、原則として公開する。ただし、個人情報、企業秘密等を取り扱うなどの

場合においては、非公開にすることができる。 

（２）本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課において行う。 
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